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　芸術文化ホール運営委員会及び市民

芸術文化の創造と発信

13,150

より多くの市民が芸術文化に触れる機会を持つことにより、市民生活を豊かに
する。

2,700

【芸術文化ホール運営委員会の活動内容】
〈芸術文化鑑賞事業〉①ミュージカル②クラシック音楽③伝統芸能④音楽ライブ公演⑤演劇公演⑥デリ
バリーコンサート⑦映画鑑賞事業⑧ギャラリー事業を企画。
〈学習機会提供事業〉①市民合唱セミナー②吹奏楽スキルアップ事業③演劇関係事業を企画。
〈芸術体験事業〉①学校演劇上演会②舞台発表事業を企画。
〈若手芸術家育成事業〉①ロビーコンサート②室内楽セミナーを企画。
（開館１０周年記念事業を企画。）

【芸術文化ホール運営委員会の活動内容】
〈芸術文化鑑賞事業〉①ミュージカル②クラシック音楽③伝統芸能④音楽ライブ公演⑤演劇公演⑥デリ
バリーコンサート⑦映画鑑賞事業⑧ギャラリー事業を企画。
〈学習機会提供事業〉①市民合唱セミナー②吹奏楽スキルアップ事業③演劇関係事業を企画。
〈芸術体験事業〉①学校演劇上演会②舞台発表事業を企画。
〈若手芸術家育成事業〉①ロビーコンサート②室内楽セミナーを企画。

手　　段
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度
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（総合計画での
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■自治事務　　□法定受託事務　

事務事業開始年度

(ここから成
 果指標を導
 きます）

〃  終了予定年度

節

国支出金

20年度（予算）

直接事業費

21年度（予定）19年度（決算）

（単位：千円）

２　実　施　（ドゥ）

藤井高志

作成部署 生涯学習部芸術文化ホール

部長職名 川幡博行

【事業費の推移】

18年度（決算）

15,700

地方債

一般財源 13,14312,934 13,000

13,150

区　　　　分

3.15 3.15

12,934 13,143①合　計

 活動指標
(事務事業の
 活動量や実
 績）

 成果指標
(目的の達成
 度を測るも
 のさし）

鑑賞事業本数

育成事業本数

人  件  費
（概算）

②人　数（年間）

③1人当り年間平均人件費

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

3.15

9,000

28,350

44,050

3.15

9,000

5,281

　総　事　業　費 ①＋④ 41,284 41,493

6,035 5,809

指　　　標　　　名

108

本

本

1216 12 15

13 10

41,500

28,350

18年度

指　　　　　標　　　　　値

19年度単位 21年度（目標）20年度（目標）

その他特財

道支出金

④＝②×③ 28,35028,350

9,0009,000

5,000

5,000

5,0004,761

5,000

鑑賞事業参加人数

人
【指標の定義（算式等）】

芸術文化ホール運営委員会が同交付金を財
源として開催した育成事業の参加数

芸術文化ホール運営委員会が同交付金を財
源として開催した鑑賞事業の参加数

【指標の定義（算式等）】

育成事業参加人数

人

　平成２０年度事務事業評価調書（継続用）

１　計　画　（プラン）

上位施策との関連 章

別紙１

H10

施策）

根拠法令等

芸術と文化

豊かな心と個性ある文化をはぐくむまち

48-2

目　　的

意　　図

芸術文化ホール運営事業
（芸術文化ホール運営委員会交付金）

事務事業名 372-7667

課長職名 平成２０年５月１５日作成日

北広島市

整理番号



□

■

□

□

今後の方向性

　 内部評価委員会
   の総合判定

　市民との協働を基本とした運営委員会による芸
術文化の振興を継続し、質の高い芸術に触れる機
会を今後も提供する。
　また、運営委員会の企画力を高め将来的に安定
した運営を目指す。

　１次評価のとおり。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止
□終了

□拡大重点化

　　□有　　　　■無

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続

　 事務事業担当
　 部局の総合判定

　良質の事業を、低廉かつ効果的に提供している
ことから、有効な方法であると考える。

・受益者負担は適正か。
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか。

評点区分 　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

4

 法律で実施が義務付けられている事務事業か

―

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか。（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか。
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

4
効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か。
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か。
　（公共性・公益性の度合）

公
平
性

有
効
性

外部評価
委員会の
総合判定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□統合

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

□見直し

前年度の
２次評価

判　　定

現状維持

今後の方向性

　１次評価のとおり。
　他団体等の補助金の活用が得られるよう検討する。

[※参考]

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

整理番号 48-2

　市民ニーズに配慮し、的確に対応するため、市
民による事業の企画運営は、妥当と考える。ま
た、事業の実施にあたっては運営委員会との連携
は必要である。

　事業の内容により、観客、参加人数には差が生
じるが、アンケート結果などから十分に達成され
ていると考える。また、市民による運営は、実績
を積み重ねることで効果を増していると考える。

4

妥
当
性

□休・廃止
□終了

３　評　価　（チェック）

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か。
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か。
　（手段有効度合）



 構成員(団体)数 （20年3月末現在）　９人

29,685

0

0

□運営費のみに充当

若手演奏家育成プラン事業費

■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（19年度）

事務局の状況
（19年度）

□補助団体にある ■市役所にある

0繰越金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0

1,127

0

28,821

183

48-2

設立年 平成10年

5,100 4,440

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

交付先の名称
及び代表者名

アウトリーチ事業費

市民参画事業費等

950362 910

全ての経費全ての経費 全ての経費

25,256

％44 ％ 52
（Ａ）÷（Ｄ）

54

 補助・交付金の対象経費（項目）

44 ％ 52 ％
 全体支出に対する本市補助・交付金の

 割合　　  （Ａ）÷（Ｃ）

　芸術文化ホール運営委員会　会長　梶野三重子

１９年度 (決算)

25,256

54 ％

0

別紙２ 付　　　　　表

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 　芸術文化ホール運営委員会交付金

＜継続用＞

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書
整理番号

28,821

4,662

25,256

400

900

416 1,150

853

807

1,668

22,080 21,237 19,091

2,018 850

学習機会提供事業費

収　入　合　計 （Ｂ）

雑入

繰越金

事務費

芸術文化鑑賞事業

29,685

本市補助･交付金の額（Ａ）

北海道文化財団等補助金

２０年度 (予定)

13,143

3,500

15,700

１８年度 (決算)区　　　　分

1,700

100

952

11,340

105

206

100

7,561

12,934

協賛金・負担金

支　　出

支　出　合　計 （Ｃ）

918

1,315

市民企画支援事業

体験・発表事業費 1,193

0

 交付先団体等の
 活動目的

0

 交付先団体等の
 活動内容

　北広島市の芸術文化の向上を目指すため、ホールの施設、設備を活用し、事業を企画
実施すること。

〈芸術文化鑑賞事業〉①ミュージカル②クラシック音楽③伝統芸能④音楽ライブ公演⑤演劇公演
　　　　　　　　　　⑥デリバリーコンサート⑦映画鑑賞事業⑧ギャラリー事業を企画実施
〈学習機会提供事業〉①市民合唱セミナー②吹奏楽スキルアップ事業③演劇関係事業を企画実施
〈芸術体験事業〉①学校演劇上演会②舞台発表事業を企画実施
〈若手芸術家育成事業〉①ロビーコンサート②室内楽セミナーを企画実施

（単位：千円）

入場料・参加料収入 6,881

補助・交付金の算出根拠 　事業計画に基づき年度毎に算定

28,821
　 （Ｄ）

 対象経費に対する補助・交付金の割合

 補助・交付金の対象経費（金額）
29,685

％

芸術文化創作事業費（補助金 672 0 0


